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１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】
１．訂正の経緯

平成26年４月28日付で、当社会計監査人である有限責任監査法人トーマツから、平成25年２月に当社の連結子会社

となった株式会社バイノスの売上計上に懸念を生じさせる事実がある旨の通知を受けました。これを受け、平成26年

５月２日開催の当社取締役会において、当社の連結子会社である株式会社バイノスの売上計上に関する調査に当た

り、事実関係の調査、認定、評価に基づく提言等が必要であると判断し、日本弁護士連合会の定めるガイドラインに

依拠して、当社と利害関係を有しない中立・公正な外部の専門家から構成される第三者委員会を設置することといた

しました。

同日以降、第三者委員会は証憑書類や取引データの精査、関係者へのヒアリングやメール履歴調査等、その他実施

可能な方法により、当該懸念に関して調査を実施し、平成26年６月３日、当社は第三者委員会より調査結果を記載し

た調査報告書を受領いたしました。

平成26年６月３日付の第三者委員会による調査報告書による指摘を受け、過去に提出いたしました有価証券報告書

等に記載されている連結財務諸表及び財務諸表に含まれる会計処理の誤謬を訂正することといたしました。

２．会計処理

第三者委員会による調査報告書により、当社連結子会社である株式会社バイノスは、除染事業の受注以前に建設・

土木系の請負工事の経験がなく、十分な知識・経験の蓄積がなく除染事業受注の急拡大と比較して計数管理が追い付

いていない状況が判明いたしました。

株式会社バイノスが受注した工事は、「検収書」及び「出来高明細書」にて現場工事事務所所長等の捺印確認を受

けて売上計上しておりましたが、それらの中の一部に、実際の工事が完了する以前に検収印が捺印されたものや、実

際に完了した工事内容と「出来高明細書」の金額との間に不整合があるもの等、不適切な売上計上がありました。

当該完了以前の工事の売上計上に係る不適切な「売上高」につきましては、請求権を獲得する期日に、然るべき売

上高にて訂正計上いたしました。また、その他必要と認められる修正を行った結果、株式会社バイノスは債務超過と

なったため、連結財務諸表及び財務諸表において減損損失を計上することとなりました。

これらの決算訂正により、当社が平成26年２月13日付で提出いたしました第18期第１四半期（自　平成25年10月１

日　至　平成25年12月31日）四半期報告書の記載事項の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24

条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

訂正後の四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けており、その四

半期レビュー報告書を添付しております。

なお、四半期連結財務諸表の記載内容に係る訂正箇所についてはXBRLの修正も行いましたので、併せて修正後の

XBRLデータ一式（表示情報ファイルを含む）を提出いたします。

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第１　企業の概況

１　主要な経営指標等の推移

第２　事業の状況

３　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

第４　経理の状況

１　四半期連結財務諸表

(1）四半期連結貸借対照表

(2）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

注記事項

　

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿線で示しております。

　なお、訂正箇所が多数に及ぶことから上記の訂正事項については、訂正後のみを記載しています。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第17期

第１四半期連結
累計期間

第18期
第１四半期連結
累計期間

第17期

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

自 平成24年10月１日
至 平成25年９月30日

売上高 （千円） 2,059,411 2,545,966 10,405,367

経常利益又は経常損失（△） （千円） 127,159 △223,318 141,936

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）
（千円） 129,893 △232,508 △486,252

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 160,864 △178,902 △404,736

純資産額 （千円） 2,878,941 5,436,003 1,968,349

総資産額 （千円） 9,619,345 14,448,021 11,767,138

１株当たり四半期純利益金額又は１

株当たり四半期（当期）純損失金額

（△）

（円） 418.01 △766.22 △1,644.77

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 28.5 36.6 15.6

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　当社は、当第１四半期連結会計期間において株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に当該株式分

割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期（当期）純損失金額を算定してお

ります。

４　第17期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第18期第１四半期連結累計期間の潜在株式調

整後１株当たり四半期純利益金額及び第17期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失金額であるため記載しておりません。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容の変更及び主要

な関係会社の異動は次のとおりであります。

〈会員事業〉

平成25年12月に、インターネット取次事業を行うネット110番株式会社の発行済株式の70.0％を取得したため、新

たに会員事業において、インターネットの取次事業が加わりました。また、同社を当第１四半期連結会計期間より連

結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書の訂正報

告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、政府の経済政策及び日銀の金融政策による円安や株価上昇に

支えられ、輸出環境の改善等による緩やかな景気回復傾向がみられました。しかしながら、必ずしも所得の増加に

は繋がっておらず、平成26年４月に迎える消費税増税を前にした消費低迷懸念等により、先行きが不透明なままで

推移いたしました。

このような状況の下、当社グループは「困っている人を助ける」という経営理念に基づき、既存事業の強化と新

たな成長基盤の確立に取り組んでまいりました。

当第１四半期連結累計期間における売上高は、2,545,966千円（前年同期比23.6％増）、営業損失は201,120千円

（前年同期は営業利益147,117千円）、経常損失は223,318千円（前年同期は経常利益127,159千円）となり、四半

期純損失は232,508千円（前年同期は四半期純利益129,893千円）となりました。

なお、当第１四半期連結累計期間における作業件数はガラス関連サービス５千件、水まわり関連サービス11千

件、カギの交換関連サービス15千件、パソコン関連サービス５千件です。

各セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　コールセンター事業

コールセンター事業におきましては、カギ、パソコンの売上高はほぼ前年並みとなりました。リフォーム、害

虫駆除等の売上高は増加しておりますが、コールセンター事業全体ではほぼ前年並みに留まりました。

当第１四半期連結累計期間におけるコールセンター事業は、カギ部門の売上高が106,017千円（前年同期比

2.1％減）、パソコン部門の売上高が22,006千円（前年同期比3.0％減）となり、リフォーム部門の売上高が

13,436千円（前年同期比46.3％増）となっております。

この結果、コールセンター事業全体の売上高は、165,606千円（前年同期比3.8％増）となりましたが、Web広

告拡充のための専任者の増員により、営業利益は35,441千円（前年同期比13.7％減）となりました。

②　会員事業

会員事業におきましては、提携企業の賃貸及び分譲住宅入居者向け「安心入居サポート」会員、「ライフサ

ポートパック」等「ライフデポ」各種会員、全国大学生活協同組合連合会の「学生生活110番」及び家電・住宅

設備機器のメーカー保証期間終了後をサポートする「あんしん修理サポート」会員の販売が拡大し、いずれも入

会会員を順調に伸張しております。

当第１四半期連結累計期間における会員事業は、「安心入居サポート」会員の売上高が502,003千円（前年同

期比26.5％増）、「ライフデポ」各種会員の売上高が126,694千円（前年同期比5.0％増）、「学生生活110番」

会員の売上高が54,675千円（前年同期比35.4％増）、「あんしん修理サポート」会員の売上高が33,006千円（前

年同期比75.3％増）となりました。

この結果、会員事業全体の売上高は、748,773千円（前年同期比23.8％増）となり、各種会員の売上高の増加

が大きく貢献したものの、会員増加に伴う出動費等の増加の影響により、営業利益は114,838千円（前年同期比

11.9％減）となりました。

また、生活会員の有効会員数は1,494千人（入会・更新・継続を含む）となりました。

③　企業提携事業

水の救急車事業におきましては、前年同期並みに堅調に推移しました。

旭硝子ガラスの救急車事業におきましては、ガラスの緊急割れ換えが低調であったものの、消費税増税前の駆

け込み需要や防寒・結露対策用の窓関連リフォームの増加により、ほぼ前年同期並みの業績となっております。

コールセンター受託事業では、顧客企業のコールセンターと作業出動をワンストップで提供しております。

コールセンター受託企業数は引き続き順調に増加し217社（前年同期受託企業数191社）となり、売上高も受託企

業数を反映して順調に推移しております。

当第１四半期連結累計期間における企業提携事業は、水の救急車事業の売上高が477,374千円（前年同期比2.0
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％増）、旭硝子ガラスの救急車事業の売上高が179,805千円（前年同期比5.1％減）、セコムウィン事業の売上高

が24,844千円（前年同期比21.8％増）、コールセンター受託事業の売上高が172,676千円（前年同期比17.7％

増）となりました。

この結果、企業提携事業全体の売上高は、854,700千円（前年同期比3.7％増）となりましたが、マグネット広

告の各戸配布を進めたことによる広告宣伝費の増加等により、営業利益は62,951千円（前年同期比6.7％減）と

なりました。

④　加盟店事業

加盟店事業におきましては、前年同期に実施したテレビのスポットCM等を継続しなかったことにより、売上高

は36,265千円（前年同期比20.7％減）となり、さらに生活救急車全般のプロモーションに関連する広告宣伝費を

当セグメントで負担しているため、営業損失は84,503千円（前年同期は営業損失67,097千円）となりました。

なお、加盟店数は461拠点、協力店数は1,141拠点となっております。

⑤　少額短期保険事業

少額短期保険事業におきましては、賃貸住宅の家財を補償する「新すまいRoom保険」や、自転車の万一の事故

に備える「ちゃりぽ」が順調に伸びていることにより、売上高は442,439千円（前年同期比25.8％増）となりま

したが、保険業法第113条繰延資産への費用繰り延べ終了の影響により、営業利益は34,456千円（前年同期比

1.3％減）となりました。

⑥　自動車賃貸事業

自動車賃貸事業におきましては、株式会社バイノスが実施する除染事業の作業用車両の賃貸車両数が大幅に伸

長したため、売上高は147,844千円（前年同期比392.2％増）となり、営業利益は34,159千円（前年同期は営業利

益881千円）となりました。

⑦　環境メンテナンス事業

前連結会計年度から新たに開始いたしました環境メンテナンス事業におきましては、連結子会社株式会社バイ

ノスが新種の藻「バイノス」の特性を活かした排水・廃液及び廃棄物処理、除染作業等の事業を展開しておりま

す。

当第１四半期連結累計期間におきましては、主として福島県内地方自治体等が実施する除染の受託により、売

上高は249,321千円となりましたが、更なる「バイノス」の研究開発のための研究者の採用、東京オリンピック

の開催決定に伴う建設・土木関連の人件費高騰の影響により、営業損失は340,899千円となりました。

⑧　その他の事業

その他の事業におきましては、売上高は104,245千円（前年同期比3.2％減）となり、営業利益は7,414千円

（前年同期は営業損失613千円）となりました。

(2) 財政状態の分析

（流動資産）

当第１四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、前連結会計年度末と比べ2,404,420千円増加し、

11,616,262千円となりました。これらは主に、受取手形及び売掛金が263,999千円減少したものの、現金及び預金

が2,588,102千円増加したことによるものです。

（固定資産）

当第１四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、前連結会計年度末と比べ296,528千円増加し、

2,740,799千円となりました。これらは主に、のれんが179,952千円、投資有価証券が121,494千円増加したことに

よるものです。

（繰延資産）

当第１四半期連結会計期間末における繰延資産の残高は、前連結会計年度末と比べ20,066千円減少し、90,959千

円となりました。これは主に、少額短期保険事業に係る保険業法第113条繰延資産が20,037千円減少したことによ

るものです。
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（流動負債）

当第１四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、前連結会計年度末と比べ587,966千円減少し、

5,639,272千円となりました。これは主に、短期借入金が160,000千円、１年内返済予定の長期借入金が155,109千

円、未払法人税等が131,032千円減少したことによるものです。

（固定負債）

当第１四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、前連結会計年度末と比べ198,804千円減少し、

3,372,745千円となりました。これは主に、長期借入金が258,179千円減少したことによるものです。

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末と比べ3,467,653千円増加し、

5,436,003千円となりました。これは主に、自己株式が901,048千円、利益剰余金が290,052千円減少したものの、

自己株式の処分により、資本剰余金が2,790,153千円増加したことによるものです。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

当社グループの研究開発活動は、環境メンテンナンス事業において当社連結子会社の株式会社バイノスが行ってお

り、当第１四半期連結累計期間における研究開発費は250千円であります。

株式会社バイノスが保有する新種の微細藻類の「バイノス」の特性を利用した放射性物質の新たな吸着材等の研究

開発に取り組んでおります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①　【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 960,000

計 960,000

（注）　平成25年11月14日開催の取締役会決議及び平成25年12月20日開催の第17期定時株主総会における定款一部変更

の決議により、平成26年４月１日を効力発生日として、１株を100株とする株式の分割の実施並びに１単元の株式

数を100株とする単元株制度を採用いたします。

②　【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成25年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年２月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 346,140 346,280

東京証券取引所

名古屋証券取引所

（各市場第一部）

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 346,140 346,280 － －

（注）１．「提出日現在発行数」欄には、平成26年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行されたものは含まれておりません。

２．平成25年11月14日開催の取締役会決議及び平成25年12月20日開催の第17期定時株主総会における定款一部変

更の決議により、平成26年４月１日を効力発生日として、１株を100株とする株式の分割の実施並びに１単元の

株式数を100株とする単元株制度を採用いたします。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

平成25年10月１日

（注）１
276,012 345,015 － 762,902 － 806,102

平成25年10月１日～

平成25年12月31日

（注）２

1,125 346,140 10,629 773,531 10,627 816,730

（注）１．株式分割（１：５）による増加であります。

２．新株予約権の行使による増加であります。

３．平成26年１月１日から平成26年１月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が140株、資

本金1,323千円及び資本準備金1,323千円が増加しております。

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成25年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①　【発行済株式】

 平成25年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式 　11,459

（相互保有株式）

普通株式　 　  566

－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 　56,978 56,978 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数  　　　 　  69,003 － －

総株主の議決権 － 56,978 －

（注）平成25年８月20日開催の取締役会決議により、平成25年10月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割

を行っておりますが、記載数値には当該株式分割を反映しておりません。

②　【自己株式等】

 平成25年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

ジャパンベストレスキュー

システム株式会社

名古屋市昭和区鶴舞二丁

目17番17号
11,459 － 11,459 16.60

（相互保有株式）

ジャパンロックレスキュー

サービス株式会社

大阪府吹田市南金田二

丁目３番26号
239 31 270 0.39

（相互保有株式）

株式会社BAC

愛知県一宮市千秋町町

屋字宮浦６番地
327 89 416 0.60

計 － 12,025 120 12,145 17.60

（注）１．上記他人名義所有株式のうち、当社の取引先会社で構成される持株会（JBR取引先持株会　名古屋市昭和区鶴

舞二丁目17番17号）に加入しており、同持株会名義で所有する株式数は、次のとおりであります。

ジャパンロックレスキューサービス株式会社 31株

株式会社BAC 89株

２．平成25年８月20日開催の取締役会決議により、平成25年10月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式

分割を行っておりますが、記載数値には当該株式分割を反映しておりません。

３．当第１四半期会計期間末日現在において、当社は自己株式数2,077株（発行済株式総数に対する所有株式数の

割合0.60％）を所有しております。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年10月１日から平

成25年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年10月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

なお、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

　 　 　 　
前連結会計年度

（平成25年９月30日）
当第１四半期連結会計期間
（平成25年12月31日）

資産の部 　 　

　 流動資産 　 　

　 　 現金及び預金 6,393,095 8,981,198

　 　 受取手形及び売掛金 2,011,474 1,747,475

　 　 有価証券 100,000 100,000

　 　 商品及び製品 31,397 26,854

　 　 仕掛品 11,296 16,421

　 　 貯蔵品 13,303 12,584

　 　 その他 657,791 ※ 739,162

　 　 貸倒引当金 △6,516 △7,433

　 　 流動資産合計 9,211,842 11,616,262

　 固定資産 　 　

　 　 有形固定資産 641,878 621,688

　 　 無形固定資産 　 　

　 　 　 のれん 15,792 195,745

　 　 　 その他 148,158 136,836

　 　 　 無形固定資産合計 163,951 332,582

　 　 投資その他の資産 　 　

　 　 　 投資有価証券 950,520 1,072,014

　 　 　 その他 767,668 796,007

　 　 　 貸倒引当金 △79,747 △81,493

　 　 　 投資その他の資産合計 1,638,441 1,786,528

　 　 固定資産合計 2,444,270 2,740,799

　 繰延資産 111,025 90,959

　 資産合計 11,767,138 14,448,021

負債の部 　 　

　 流動負債 　 　

　 　 買掛金 504,997 626,555

　 　 短期借入金 2,060,000 1,900,000

　 　 １年内返済予定の長期借入金 1,758,165 1,603,056

　 　 未払法人税等 186,711 55,679

　 　 賞与引当金 15,746 4,542

　 　 会員引当金 186,695 188,261

　 　 受注損失引当金 277,075 128,250

　 　 支払備金 20,083 18,959

　 　 責任準備金 253,549 260,977

　 　 その他 964,216 852,990

　 　 流動負債合計 6,227,239 5,639,272

　 固定負債 　 　

　 　 長期借入金 2,315,338 2,057,159

　 　 役員退職慰労引当金 27,000 33,750

　 　 その他 1,229,211 1,281,836

　 　 固定負債合計 3,571,549 3,372,745

　 負債合計 9,798,789 9,012,017
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（単位：千円）

　 　 　
前連結会計年度

（平成25年９月30日）
当第１四半期連結会計期間
（平成25年12月31日）

純資産の部 　 　

　 株主資本 　 　

　 　 資本金 762,902 773,531

　 　 資本剰余金 848,714 3,638,867

　 　 利益剰余金 1,034,058 744,005

　 　 自己株式 △952,767 △51,719

　 　 株主資本合計 1,692,908 5,104,685

　 その他の包括利益累計額 　 　

　 　 その他有価証券評価差額金 141,226 189,818

　 　 その他の包括利益累計額合計 141,226 189,818

　 少数株主持分 134,214 141,498

　 純資産合計 1,968,349 5,436,003

負債純資産合計 11,767,138 14,448,021
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

　 　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年10月１日
至　平成24年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年10月１日
至　平成25年12月31日）

売上高 2,059,411 2,545,966

売上原価 1,138,145 1,806,973

売上総利益 921,266 738,992

販売費及び一般管理費 774,148 940,113

営業利益又は営業損失（△） 147,117 △201,120

営業外収益 　 　

　 受取利息 5,567 978

　 受取配当金 598 4,482

　 投資有価証券売却益 － 4,423

　 その他 2,820 1,673

　 営業外収益合計 8,986 11,557

営業外費用 　 　

　 支払利息 7,017 7,660

　 持分法による投資損失 990 5

　 保険業法第113条繰延資産償却費 20,638 20,037

　 その他 297 6,052

　 営業外費用合計 28,944 33,755

経常利益又は経常損失（△） 127,159 △223,318

特別利益 　 　

　 投資有価証券売却益 49,714 －

　 償却債権取立益 － 7,619

　 受取補填金 － 57,544

　 特別利益合計 49,714 65,163

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期純

損失（△）
176,873 △158,155

法人税等 46,517 69,338

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益調

整前四半期純損失（△）
130,356 △227,494

少数株主利益 463 5,014

四半期純利益又は四半期純損失（△） 129,893 △232,508
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

　 　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年10月１日
至　平成24年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年10月１日
至　平成25年12月31日）

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益調

整前四半期純損失（△）
130,356 △227,494

その他の包括利益 　 　

　 その他有価証券評価差額金 30,499 48,503

　 持分法適用会社に対する持分相当額 8 88

　 その他の包括利益合計 30,507 48,592

四半期包括利益 160,864 △178,902

（内訳） 　 　

　 親会社株主に係る四半期包括利益 160,400 △183,916

　 少数株主に係る四半期包括利益 463 5,014
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、ネット110番株式会社を株式の取得により子会社化したことに伴い、連結の範囲

に含めております。

（追加情報）

（第三者委員会の再設置について）

株式会社バイノスの売上計上に懸念を生じさせる事実がある旨の通知を受け、平成26 年５月２日開催の取締役会

において第三者委員会の設置を決定し、平成26年６月３日付で調査報告書を受領し、四半期報告書の訂正報告書を

提出いたしました。しかしながら、限定された範囲での関与者の特定では構築すべきガバナンスとして、その脆弱

性に関する疑念が完全には払拭できないことから、会計監査人はその一部に疑義を提示しております。

したがって、これらの懸念についてガバナンス強化等の観点から、平成26年６月13日付で第三者委員会の再設置

を決定しており、この調査により四半期報告書の訂正報告書提出日の翌日以後新たな事実が判明した場合には、四

半期連結財務諸表を訂正する場合があります。

（四半期連結貸借対照表関係）　

　※剰余金の分配可能額を超過して実施した配当金に係る当社役員に対する未収入金57,544千円が含まれておりま

す。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年10月１日
至　平成24年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年10月１日
至　平成25年12月31日）

減価償却費

のれんの償却額

32,095千円

2,014

62,776千円

18,452

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年12月21日

定時株主総会
普通株式 62,899 1,000 平成24年９月30日 平成24年12月25日 利益剰余金

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成25年10月１日　至　平成25年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年12月20日

定時株主総会
普通株式 57,544 1,000 平成25年９月30日 平成25年12月24日 利益剰余金

　（注）配当金の総額57,544千円は、当社の平成25年12月20日開催の定時株主総会に基づく手続きによりす

でに支出されておりますが、その全額が、剰余金の分配可能額を超過しております。

　なお、当該剰余金の分配可能額を超過して実施した配当金については、当社役員に対する未収入金57,544

千円として、計上しております。

２．株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

当社は平成25年11月18日開催の取締役会決議に基づき、平成25年12月３日を払込期日とする公募による

自己株式の処分及び平成25年12月19日を払込期日とするオーバーアロットメントによる売出しに関連した

第三者割当による自己株式の処分を行い、資本剰余金が2,779,525千円増加し、自己株式が902,466千円減

少しております。
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これらの結果、当第１四半期連結会計期間末において資本剰余金は3,638,867千円、自己株式は51,719

千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
 

報告セグメント

その他

(注)１
合　計

調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３

コール
センター 会員 企業提携 加盟店

少額短期

保険

自動車

賃貸
計

売上高            

外部顧客へ

の売上高
159,558 602,502 824,571 33,161 302,871 29,056 1,951,721 107,690 2,059,411 － 2,059,411

セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

－ 2,554 25 12,585 48,886 979 65,030 － 65,030 △65,030 －

計 159,558 605,056 824,596 45,746 351,757 30,035 2,016,751 107,690 2,124,441 △65,030 2,059,411

セグメント

利益

又は損失(△)

41,072 130,280 67,437 △67,097 34,898 881 207,473 △613 206,859 △59,741 147,117

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、医療機器事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△59,741千円には、セグメント間取引消去63千円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△59,805千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成25年10月１日　至　平成25年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　

報告セグメント

コール
センター 会員 企業提携 加盟店

少額短期

保険

自動車

賃貸

環境メン

テナンス
計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 165,606 744,570 854,321 26,173 400,668 1,059 249,321 2,441,721

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 4,203 378 10,092 41,770 146,785 － 203,230

計 165,606 748,773 854,700 36,265 442,439 147,844 249,321 2,644,951

セグメント利益

又は損失(△)
35,441 114,838 62,951 △84,503 34,456 34,159 △340,899 △143,554

　
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３

売上高 　 　 　 　

外部顧客への売上高 104,245 2,545,966 － 2,545,966

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 203,230 △203,230 －

計 104,245 2,749,196 △203,230 2,545,966

セグメント利益

又は損失(△)
7,414 △136,140 △64,980 △201,120

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、医療機器事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△64,980千円には、セグメント間取引消去1,197千円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△66,177千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属

しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

当社は、新たに環境メンテナンス事業を開始したことに伴い、前第３四半期連結会計期間から「環境メ

ンテナンス事業」を報告セグメントに追加しております。

なお、当該変更による他の報告セグメントの金額への影響はありません。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　ネット110番株式会社

事業の内容　　　　　通信回線の取次業務、販売・取次に関する請負事業

(2) 企業結合を行った主な理由

ネット110番株式会社は、主として賃貸住宅の仲介会社等から紹介があった賃貸住宅入居者に対し、イン

ターネット回線等の契約申し込みのあっせん・取次事業を展開しております。賃貸住宅入居者が対象となるこ

とから当社が提供する「安心入居サポート」会員等とのシナジーも見込め、当社グループの更なる企業価値向

上に寄与するものと判断いたしました。

(3) 企業結合日

平成25年12月27日

(4) 企業結合の法的形式

株式取得

(5) 結合後企業の名称

ネット110番株式会社

(6) 取得した議決権比率

企業結合の直前に所有していた議決権比率　　 - ％

企業結合日に追加取得した議決権比率　　　　70.0％

取得後の議決権比率　　　　　　　　　　　　70.0％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社による、現金を対価とする株式取得であること。

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成25年12月31日をみなし取得日としているため、業績は含んでおりません。

３．被取得企業の取得原価

被取得企業の取得原価は186,300千円であり、現金による取得です。

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

181,005千円

(2) 発生原因

取得原価が受け入れた資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回ったため、その超過額をのれんとし

て計上しております。

(3) 償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年10月１日
至　平成24年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年10月１日
至　平成25年12月31日）

（1）１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
418円01銭 △766円22銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額又は四半期純損失金額

（△）（千円）
129,893 △232,508

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期

純損失金額（△）（千円）
129,893 △232,508

普通株式の期中平均株式数（株） 310,745 303,447

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － －

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

――― ―――

（注）１．当社は、平成25年10月１日付で株式１株につき５株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当

該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

２．前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載してお

りません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

（訴訟の提起）

当社及び当社の連結子会社である株式会社バイノス（以下、バイノス）は、平成25年12月３日付けで岐阜地方

裁判所において訴訟の提起を受けました。訴状到達日は、平成25年12月13日（バイノスにおいては平成25年12月

17日）であります。訴訟の概要は、以下のとおりであります。

１．原告の名称、住所及び代表者の氏名

(1) 名称　　　　　　株式会社トーカイ

(2) 住所　　　　　　岐阜県岐阜市若宮町九丁目16番地

(3) 代表者の氏名　　代表取締役　小野木孝二

２．訴訟の内容及び目的物の価額

(1) 訴訟の内容　　　連結子会社であるバイノスが株式会社トーカイと賃貸借契約等の締結に至らなかった

ことに契約締結上の過失があるとの主張を前提に、親会社である当社がバイノスに賃貸

借契約等を締結させなかったことが株式会社トーカイに対する不法行為にあたるとする

損害賠償請求であります。

(2) 訴訟の目的の価額　123,471千円

３．今後の訴訟対応

当社及びバイノスは、本件を巡る当社及びバイノスの対応に過失はないものと判断しており、原告の訴え

は極めて不当であると考えております。本件裁判において当社及びバイノスの正当性を主張していく考えで

あります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

　 　 平成26年６月13日

ジャパンベストレスキューシステム株式会社 　 　

　 取締役会　御中　

　

　 有限責任監査法人トーマツ 　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 瀧沢　宏光　　印 　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 後藤　隆行　　印 　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジャパンベスト

レスキューシステム株式会社の平成25年10月１日から平成26年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

（平成25年10月１日から平成25年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年10月１日から平成25年12月31日

まで）に係る訂正後の四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括

利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジャパンベストレスキューシステム株式会社及び連結子会社の平成25

年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

強調事項　

追加情報に記載されているとおり、会社は、平成26年６月13日付で第三者委員会の再設置を決定しており、この調査
により四半期報告書の訂正報告書提出日の翌日以後新たな事実が判明した場合には、四半期連結財務諸表を訂正する場合
がある。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

その他の事項

四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。なお、

当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成26年２月12日に四半期レビュー報告書を提出した。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはⅩＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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